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はじめに

　２０１７年１２月２２日，トランプ政権において税制改革
法（The Tax Cuts and Jobs Act of ２０１７）が成立し
た。本稿は，アメリカの所得税の基本的な仕組みと

その歴史を整理しながら，最高税率と所得格差の関
係に焦点をあてて今回の税制改革の歴史的意味を考
察しようとするものである。本稿の構成は以下のと
おりである。
　本稿は最初に，今回の税制改革で最高税率が
３９.６％から３７％に引き下げられた経緯を整理すると
ともに，アメリカの所得税に特有の申告資格制度の
仕組みとそれが生まれた歴史を整理する。
　本稿は次いで，今回の税制改革でインフレ調整指
標がCPI-UからC-CPI-Uに変更されたことにより幅
広い層で実質増税になっていることを明らかにする。
　次に本稿は，アメリカにおける所得税の歴史を整
理し，（１）最高税率は所得税の導入初期と１９２０年
代を除くと１９７０年代まで７０％を超える世界最高水準
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トランプ税制改革の歴史的意味
─ 最高税率と所得格差を中心にして─

大野　威ⅰ

　アメリカでは１９１３年に個人所得税がはじまったが，その最高税率は導入初期と１９２０年代を除くと，１９７０
年代まで７０％を超える世界最高水準にあった。しかし１９８０年代，レーガン政権のもとで最高税率は２８％ま
で引き下げられ，それとともに所得格差が急速に拡大した。９０年代以降，おもに民主党政権で最高税率の
引き上げ，共和党政権で最高税率の引き下げが繰り返されてきたが，その変化の幅は大きなものでなく，
最高税率は３０％台後半の狭いレンジの中にとどまっている。今回，トランプ政権でおこなわれた税制改革
で最高税率は３９.６％から３７％に引き下げられたが，これは９０年代以降のトレンドを変えるものでなく，そ
のトレンドの中にあるものと位置づけることができる。ただし，今回の最高税率の引き下げで特記すべき
点がひとつある。それは，所得格差が歴史上もっとも大きくなった中でおこなわれた最高税率の引き下げ
であるという点である。これまでアメリカでは，所得格差があまりに大きくなった時代（金ぴか時代と
１９２０年代）の後には，最高税率の大幅な引き上げなど格差を縮小する政策が続いた。しかし，所得格差が
１９２０年代のピークをこえ歴史上もっとも大きくなった時におこなわれた今回の税制改革では，これまでの
パターンとは逆に最高税率が引き下げられることになった。これが，これまでの歴史パターンの崩壊を意
味するかどうかについては，さらに今後の推移をみていく必要がある。
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にあったこと，（２）１９８０年代，レーガン政権のもと
で最高税率は２８％まで引き下げられ，それとともに
所得格差が急速に拡大したこと，（３）９０年代以降，
おもに民主党政権で最高税率の引き上げ，共和党政
権で最高税率の引き下げが繰り返されてきたが，最
高税率は３０％台後半の狭いレンジの中にとどまって
おり，トランプ政権における最高税率の３９.６％から
３７％の引き下げはこのトレンドの中にあることを明
らかにする。
　最後に本稿は，最高税率と所得格差の推移を分析
し，（１）最高税率が低い時期に所得格差が拡大し，
最高税率が高い時期に所得格差が小さくなっている
こと，（２）所得格差が大きくなった時代（金ぴか時
代と１９２０年代）の後には最高税率の大幅な引き上げ
など格差を縮小する政策が続いたが，所得格差が
１９２０年代のピークをこえ歴史上もっとも大きくなっ
ている現在，これまでのパターンとは逆に最高税率
が引き下げられた点において今回の税制改革は特異
であることを明らかにする。

１　最高税率の引き下げ

　今回の税制改革の前，個人所得税の最低税率は
１０％，最高税率は３９.６％で７つの税率区分（tax 
brackets）が設けられていた。税率区分とは，同じ
税率が適用される所得範囲のことをいう。ちなみに
アメリカの連邦個人所得税（以下では単に所得税と
記す）は日本と同じで，所得全体にひとつの税率を
適用するのではなく，税率区分ごとにそれぞれ異な
った税率を適用するかたちになっている（超過累進
税率）。
　当初，トランプ政権は最高税率を３９.６％から３５％
に引き下げ，７つある税率区分を１０，２５，３５％の３
種類に簡素化する方針を示していた（White House 
２０１７）。しかし富裕層優遇との批判が高まると，
２０１７年１１月１６日，下院はこれまでの最高税率を維持
したうえで，税率区分を１２％，２５％，３５％，３９.６％
の４つに簡素化する税制法案を可決した１）。一方，

２０１７年１２月２日，上院は７つの税率区分は残しなが
ら，最高税率を３８.５％に引き下げる税制法案を可決
した。結局，両院の協議をへて法案は上院案を修正
する形で成立し，個人所得税については最高税率を
上院案の３８.５％からさらに３７％に引き下げるかたち
で決着した。
　なお法案採択時，上院定数１００人に対し共和党は
５２人とわずかに過半数を上回る状態だった。こうし
たなか，最終法案で所得税の最高税率を上院案の
３８.５％から３７％に引き下げたことに対して，フロリ
ダ州のルビオ上院議員（共和党）が異議を唱えたが，
低所得者向けのリファンダブルな税額控除を引き上
げることと引き換えに最終的にルビオ上院議員は法
案賛成にまわり，法案が可決されることになった
（Rappeport et. al. ２０１７； Tankersley et al. ２０１７）２）。
　新しい税率を申告資格別にまとめたのが表１から
表４である。
　ここで少し説明が必要であろう。現在，アメリカ
では個人所得税の申告をおこなう際，①夫婦合算申
告者（married filing jointly），②夫婦個別申告者
（married filing separately），③適格寡婦 /寡夫
（qualifying widow(er)），④特定世帯主（head of 
household），⑤単身者（single）という５つの申告
資格（filing status）があり，それぞれ異なった税率
表の適用を受けることになっている。
　①夫婦合算申告者とは夫婦の所得を合算して申告
する者，②夫婦個別申告者とは夫婦がそれぞれの所
得を別々に申告する者のことをいう。日本では住民
税の均等割（納税義務を負う夫と生計を一にする妻
に対しては均等割が非課税となる）を別にすれば，
課税単位は個人となっているが，このようにアメリ
カでは夫婦の所得を合算して申告するか，夫婦別々
に申告するか選択できるようになっている３）。この
仕組みは１９４８年に導入された。それ以前，アメリカ
では８州が結婚後に得た財産を夫婦の共有財産とみ
なす夫婦財産共有法（community property law）を
定めており，連邦最高裁判所はこうした州に住む夫
婦に対しては特別に夫婦の所得を２分割したうえで，
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別々に所得税を申告することを認めていた。この結
果，こうした州では夫が高い所得を得て妻の所得が
ない場合，夫の所得を二分割することで低い税率の
適用を受けることができ他州より有利になってい
た。こうした州による扱いの差の解消をめざしたの
が１９４８年の歳入法（The Revenue Act of １９４８）であ
る。同法は，すべての夫婦合算申告者に合算所得を
２分割して税率表の適用を受けてから，算出した税
額を２倍すること（二分二乗制）を認め，州による

不公平の解消を目指した（Pechman １９８７： １０２-３； 
Simmons et al. ２０１７： １３０３-１３０５）４）。
　③適格寡婦/寡夫とは１９５４年に作られた申告資格
で，配偶者が亡くなり年末時点で再婚していない者
のことをいう。適格寡婦/寡夫は，当該年と続く２
年間，夫婦合算申告者と同じ税率表の適用を受ける
ことができる。
　④特定世帯主とは１９５２年に作られた申告資格で，
年末時点で結婚していないが，半年以上一緒に住ん

トランプ税制改革の歴史的意味（大野　威） 3

表１　夫婦合算申告者および適格寡婦/寡夫の税率表

２０１８年２０１７年

１０％１８,６５０ドル未満部分
１０％１９,０５０ドル未満部分

１５％７５,９００ドル未満部分
１２％７７,４００ドル未満部分

２５％１５３,１００ドル未満部分
２２％１６５,０００ドル未満部分

２８％２３３,３５０ドル未満部分
２４％３１５,０００ドル未満部分
３２％４００,０００ドル未満部分

３３％４１６,７００ドル未満部分
３５％４７０,７００ドル未満部分
３９.６％４７０,７００ドル以上部分

３５％６００,０００ドル未満部分
３７％６００,０００ドル以上部分

出所：Internal Revenue Service

表２　特定世帯主の税率表

２０１８年２０１７年

１０％１３,３５０ドル未満部分
１０％１３,６００ドル未満部分

１５％５０,８００ドル未満部分
１２％５１,８００ドル未満部分
２２％８２,５００ドル未満部分

２５％１３１,２００ドル未満部分
２４％１５７,５００ドル未満部分
３２％２００,０００ドル未満部分

２８％２１２,５００ドル未満部分
３３％４１６,７００ドル未満部分
３５％４４４,５５０ドル未満部分
３９.６％４４４,５５０ドル以上部分

３５％５００,０００ドル未満部分
３７％５００,０００ドル以上部分

出所：Internal Revenue Service

表３　単身者の税率表

２０１８年２０１７年

１０％９,３２５ドル未満部分
１０％９,５２５ドル未満部分

１５％３７,９５０ドル未満部分
１２％３８,７００ドル未満部分
２２％８２,５００ドル未満部分

２５％９１,９００ドル未満部分
２４％１５７,５００ドル未満部分

２８％１９１,６５０ドル未満部分
３２％２００,０００ドル未満部分

３３％４１６,７００ドル未満部分
３５％４１８,４００ドル未満部分
３９.６％４１８,４００ドル以上部分

３５％５００,０００ドル未満部分
３７％５００,０００ドル以上部分

出所： Internal Revenue Service

表４　夫婦個別申告者の税率表

２０１８年２０１７年

１０％９,３２５ドル未満部分
１０％９,５２５ドル未満部分

１５％３７,９５０ドル未満部分
１２％３８,７００ドル未満部分

２５％７６,５５０ドル未満部分
２２％８２,５００ドル未満部分

２８％１１６,６７５ドル未満部分
２４％１５７,５００ドル未満部分
３２％２００,０００ドル未満部分

３３％２０８,３５０ドル未満部分
３５％２３５,３５０ドル未満部分
３９.６％２３５,３５０ドル以上部分

３５％３００,０００ドル未満部分
３７％３００,０００ドル以上部分

出所：Internal Revenue Service



だ扶養親族─子供，親，その他の親族など─がおり，
家計の半分以上を負担している者のことをいう。
　⑤単身者は１９６９年に作られた申告資格で，上記の
どの規定にも当てはまらない者のことをいう５）。
１９４８年以降，単身者から税負担が夫婦合算申告者よ
り重くなることが問題視され，夫婦合算申告者の優
遇は憲法に違反するとの訴えが続くことになった６）。
こうした訴えは最終的にすべて連邦最高裁において
退けられることになるのであるが，議会はこの問題
を解決するため１９６９年に税制改革法（the Tax 
Reform Act of １９６９）を可決し，単身者の税負担が
同じ所得の夫婦より２割以上大きくならないように
単身者独自の税率表をあらたに設けた（Simmons 
et al. ２０１７： １３０４-５）。
　こうした申告資格は日本には類似制度がなく，あ
まり知られていない。そこで参考のため２０１５年

（tax year）の申告資格別の申請数，申告額をまとめ
たのが表５，図１および表６，図２である。表５と
図１からは，申告資格で最も多いのは単身者で，申
告数の約半数を占めていることがわかる。もっとも
表６と図２に示されているように，単身者の平均申
告額は少なく，申告額に占める割合は２５.２％となっ
ている。申告資格別に年齢構成を比較したのが図３
である。図３では，単身者が他の申告資格にくらべ
てとくに２６歳未満の比率が高いことが示されており，
このことが単身者の平均申告額の少なさをもたらす
大きな要因になっていると推測される。
　単身者に次いで多い申告資格が夫婦合算申告者お
よび適格寡婦/寡夫で，全体の３６.１％を占めている。
図表では，夫婦合算申告者と適格寡婦/寡夫があわ
せてひとつのカテゴリーとして扱われているが，こ
れは両者が同じ税率表を適用されるためである。米
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表５　２０１５年課税年度（tax year）における申告資格別の申告数

比率（％）申告数

３６.１５４,２９４,８２０夫婦合算申告者および適格寡婦/寡夫
２.０２,９７７,１９２夫婦個別申告者
１４.７２２,１３４,３０３特定世帯主
４７.２７１,０８６,９４７単身者

出所：Internal Revenue Service, ‘Individual Income Tax Returns Filed and 
Sources of Income.’

図１　２０１５年課税年度（tax year）における申告資格別の申告数
出所：Internal Revenue Service, ‘Individual Income Tax Returns Filed and Sources of Income.’
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表６　２０１５年課税年度（tax year）における申告資格別の申告額

平均申告額比率（％）申告額

１２２.１６４.９６,６２７,９２１,５２１夫婦合算申告者および適格寡婦/寡夫
６４.０１.９１９０,６８８,５５２夫婦個別申告者
３７.２８.１８２３,３３１,５８０特定世帯主
３６.１２５.２２,５６８,３６８,４４８単身者

（申告額，平均申告額ともに単位は千ドル）
出所：Internal Revenue Service, ‘Individual Income Tax Returns Filed and Sources of 

Income.’

図３　申告資格別の年齢構成
出所：Internal Revenue Service, 2017, ‘Indivisual Income Tax Returns 2015 (Rev. 09-2017).’をもとに作成

図２　２０１５年課税年度（tax year）における申告資格別の申告額
出所：Internal Revenue Service, ‘Individual Income Tax Returns Filed and Sources of Income.’



内国歳入庁（Internal Revenue Service: IRS）の統計
は，両者をあわせてひとつのカテゴリーとして扱っ
ている。夫婦合算申告者および適格寡婦/寡夫の平
均申告額は１２.２万ドルと高く，全申告額の６５％を夫
婦合算申告者および適格寡婦/寡夫が占めている。
一方，夫婦個別申告者は，申告数に占める割合は
２％と少ない。このため平均申告額は高いものの全
申告額に占める割合は１.９％にとどまっている。
　最後に特定世帯主であるが，申告数では１４.７％，
申告額では全体の８.１％を占めている。特定世帯主
はとくに働き盛りの２６歳以上４５歳未満の比率が高い
ことが図３に示されている。

２　インフレ指標のCPI-UからC-CPI-U 
への変更

　アメリカは１９６０年代末から１９８０年代初頭にかけて
高インフレに見舞われた７）。その結果，名目賃金が
大きく上昇し，実質賃金があまり上がっていないの
に上位の税率区分に入り，それまで課税対象でなか
った人に新たに納税義務が生じたり，より高い税率
が適用され実質増税となる現象がおこった。この現
象はアメリカで「税率区分の忍び寄り（bracket 
creeping）」と呼ばれる。
　この問題を解決するため，レーガン政権下で成立
した１９８１年の経済再建税法（the Economic Recovery 
Tax Act of 1981）ではじめて，インフレの上昇率だ
け各税率区分の上下金額，基礎控除を自動的に引き
上げる仕組みが導入されることになった。この時，
インフレ指標として採用されたのが労働統計局が毎
月発表する消費者物価指数（Consumer Price 
Index: CPI）である。CPIは世帯の支出調査にもと
づいて家計の消費構造（購入商品の構成）を定期的
に見直しながら，その購入にかかる費用がどう変化
するかをみるものである。CPIには，都市部の雇用
者世帯のみを調査対象とした都市圏勤労者物価指数
（Consumer Price Index for Urban Wage Earner 
and Clerical Workers: CPI-W）と都市で生活する世

帯を広く調査対象とした都市圏消費者物価指数
（Consumer Price Index for All Urban Consumer: 
CPI-U）のふたつがあるが，税率区分等の調整には
CPI-Uが採用された８）。メディア等がCPIというと
きは通常CPI-Uのことを指している。
　ところが今回の税制改革で，インフレ調整につか
われる指標がCPI-Uから連鎖式都市圏消費者物価指
数（Chained Consumer Price Index for All Urban 
Consumer: C-CPI-U）に変更されることになった。
C-CPI-Uとは，労働統計局が２００２年８月から公表を
はじめたもので，商品の値段があがることによって
生じる代替購入を考慮した新しい物価指標である。
代替購入とは，従来買っていた商品の値段が上がっ
たら安価な同種商品で代替したり，別種の商品で代
替したりすることをいう。たとえば従来買っていた
ワインの値段があがったら，それより安価なワイン
に切り替えたり，従来買っていたオレンジの値段が
あがったら安価なみかんに切り替えたりといったこ
とである。しかしながらCPI-Uにはこのような代替
購入を考慮する仕組みがなく，指標が上振れする傾
向があると指摘されてきた。こうした問題を解決す
るため生みだされたのがC-CPI-Uである９）。
　図４は２０１０年１月から２０１７年１１月までのCPI-Uと
C-CPI-Uの推移をグラフにしたものである。図から
C-CPI-Uがほぼ常にCPI-Uより低い数値になってい
ることがわかる。実際，図中の期間を平均すると前
者が後者より０.２％低くなっている。今回の税制改
革により今後はその分だけ税率区分等の引き上げ幅
が低く抑えられ，「税率区分の忍び寄り」がおこり
やすくなる。上院の財政員会（Senate Finance 
Committee）と下院の歳入委員会（House Ways 
and Means Committee）の各５人からなる両院議員
税制調査委員会（Joint Committee on Taxation）は，
インフレ調整の指標をCPI-UからC-CPI-Uに変更す
ることにより２０２７年だけで３１５億ドル，２０１８年から
２０２７年までの累計で１,３３５億ドルの歳入増（増税）に
なるとの推計を公表している（Joint Committee on 
Taxation 2017）。
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　次に，最高税率という点に焦点をしぼってアメリ
カにおける税制改革の歴史を整理し，そのなかで今
回の税制改革がどのように位置づけられるかをみて
いくことにしたい。

３　所得税の歴史：最高税率の変化を中心にして

　１９１３年に恒久的な制度として所得税が導入される
まで，アメリカ政府の主な税収源は輸入関税とタバ
コや酒などに課す物品税であった１０）。それ以前，
アメリカでは２回，所得税の導入がおこなわれたが
恒久化されることはなかった。最初，南北戦争
（１８６１年～１８６５年）の戦費を調達するため１８６１年に
アメリカではじめての連邦所得税が導入されたが，
財政再建の進展により１８７０年に制度は廃止された。

次いで，金ぴか時代（１８７０年代～１９００年ごろ）には
いって所得格差が著しく拡大すると，１８９３年の選挙
で大統領および両院の過半数を得た民主党は１８９４年
に富裕者をねらいうちした所得税を導入した１１）。
これは，４千ドルの所得控除をもうけることで課税
対象を富裕者に限定したうえで，２％のフラット税
率を課すものであった１２）。しかし翌１８９５年に連邦
最高裁判所がこれを違憲と判断したため，この所得
税は短期間で廃止されることになった。合衆国憲法
は，州間で不平等が生じることを避けるため，第１
章第９条第４項で直接税は人口調査にもとづく割合
によらなければ賦課することができないと定めてい
たが，１８９４年の所得税はその条件を満たしていなか
った。
　しかし，社会的公正や公平を求める主張が社会的
に大きな支持を得た革新主義時代（１８９０年代-１９２０
年代）が進むと，共和党内にも所得税への支持が広
がるようになる１３）。そして１９０９年，共和党のタフ
ト大統領は議会に人口調査によらず所得に税を課す
権利を認める憲法修正第１６条を提起することになる。
アメリカ憲法は，憲法修正は両院の２/３以上で発
議され２/３以上の州で承認されたとき成立すると
定めており，基本的に超党派で合意できるものしか
憲法修正できない仕組みになっているが，１９１０年に
９州，１９１１年に２２州，１９１２年に１６州が承認し１９１３年
２月に憲法修正第１６条が正式に承認された。そして
これをうけ１９１３年，民主党のウィルソン大統領のも
と現在まで続く所得税が導入されることになっ
た１４）。
　図５は，恒久的な制度として連邦所得税が導入さ
れた１９１３年から２０１８年までのアメリカの所得税の最
高税率と最低税率の推移をグラフにしたものである。
導入当初の所得税は，おもに富裕層を対象におだや
かな累進性をもつものだった。すなわち最初の所得
税は，３千ドルの所得控除を認めることで中間層を
課税対象外としたうえで，３千ドルをこえた所得に
１％，２万ドルをこえた所得に６％の付加税を課す
ものにすぎなかった。ちなみに米国勢調査によれば，
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図４　C-CPI-U，CPI-U，両者の差の推移（２０１０年１月
－２０１７年１１月）

出所：Bureau of Labor Statistics
注：C-CPI-Uの２０１７年１月から１１月の数値は暫定値。



１９１４年，自動車産業で働く労働者の平均年収は８０２
ドル，月給俸給者の平均年収は１,４１０ドルとなって
いる（Bureau of the Census １９２３： ８６７）。
　ところが第一次世界大戦（１９１４年～１９１８年）がは
じまると，累進性が急激に高められることになる。
これを主導したのは民主党のウィルソン大統領であ
った。ウィルソン大統領は議会と協力して，戦費調
達や戦争によって得られた臨時の所得への課税など
を目的として短期間に最高税率を７０％を超える水準
にまで引き上げた。
　ただその後，アメリカ経済が未曽有の好況にわく
１９２０年代にはいると，最高税率の引き下げが進み累
進性がいったんは弱められることになる。高税率に
批判的な共和党は，第一次世界大戦末におこなわれ
た選挙で議会の多数派になり，１９２１年の大統領選挙
にも勝利した。これをうけ共和党は数回にわたって

最高税率の引き下げをおこない，最高税率は１９２５年
に２５％にまで低下した。
　しかし，１９３０年代にはいるとふたたび最高税率が
大幅に引き上げられ，それが第二次世界大戦後まで
続くことになる。１９２０年代，アメリカは未曽有の経
済活況を享受したが，その一方で所得格差が急速に
拡大した。サエズによれば，所得トップ１％が総所
得に占める割合は１９２０年の１４.８３％から１９２８年の
２３.９４％に大きく上昇した１５）。こうした中，大恐慌
（１９２９年）が発生する。そして１９３２年，共和党のフ
ーバー大統領は，歳入減少や不況対策の公共投資拡
大などで悪化した財政を立て直すため，超党派の賛
成を得て最高税率を６３％に大幅に引き上げた。
　その後，１９３３年に大統領となった民主党のフラン
クリン・ルーズベルトは，所得再分配やそのことを
通じた経済活性化を目的としてさらに最高税率を
７９％に引き上げた（１９３６年）。さらにルーズベルト
大統領は第二次世界大戦がはじまると，戦費調達の
ため所得控除の水準を大幅に引き下げ中間層にも広
く負担を求める一方，最高税率を９０％を超える水準
にまで引き上げた１６）。そして第二次世界大戦がお
わっても１９７０年代まで最高税率は７０％をこえる高い
累進性が維持された。この間，アメリカは最高税率
が世界でもっとも高い国のひとつとなっていた１７）。
　しかし１９８０年代以降，大きな変化が生じた。最高
税率が大幅に引き下げられ，累進性が弱められるこ
とになったのである。１９８０年の選挙で当選したレー
ガン大統領は，議会と協力して１９８１年に最高税率を
７０％から５０％に引き下げる経済復興税法（the 
Economic Recovery Tax Act）を成立させた。そし
て１９８６年には，最高税率をさらに５０％から２８％に引
き下げる税制改革法（the Tax Reform Act of 1986）
を成立させた。
　それ以降，最高税率は，おもに民主党大統領のも
とで引き上げられ（例外は共和党のG.H.W.ブッシ
ュ大統領），共和党大統領のもとで引き下げられる
といったことが繰り返されてきたが，その水準はレ
ーガン政権下で大幅に引き下げられた水準を大きく
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図５　個人所得税の最高税率と最低税率の推移（１９１３－
２０１８年）および実質 GDPの５年平均の推移
（１９３０－２０１６年）

出所：Internal Revenue Service and Bureau of Economic 
Analysis



変えるにはいたらず，３０％台後半の狭いレンジで推
移してきた。すなわち，１９９０年には共和党の
G.H.W.ブッシュ大統領が，レーガン政権で膨らん
だ財政赤字の削減を進めるため歳出削減をはかった
が，両院で過半数を握る民主党から同意をえるため
最高税率を２８％から３１％に引き上げることを余儀な
くされた（the Omnibus Budget Reconciliation Act 
of 1990）。１９９３年には民主党のクリントン大統領の
もとで最高税率がさらに３９.６％に引き上げられるが，
２０００年に当選した共和党のG.W.ブッシュ大統領の
もとで最高税率はふたたび３５％に引き下げられるこ
とになった。２０１３年には，民主党のオバマ大統領の
もとで最高税率が３９.６％に引き上げられたが，２０１８
年からトランプ大統領のもとで最高税率はふたたび
３９.６％から３７％に引き下げられることになった。こ
のようにみてくると，トランプ大統領のもとでおこ
なわれた税制改革は最高税率に関するかぎり，１９９０
年代以降のトレンドを大きく変化させるものではな
く，むしろそのトレンドの中にあるものと位置づけ
ることができる。
　ただし，歴史的にみて今回の最高税率の引き下げ
が特異な点がひとつある。それは，所得格差がもっ
とも大きくなった中でおこなわれた歴史的にみて稀
な最高税率の引き下げであるという点である。これ
までアメリカでは，所得格差があまりに大きくなっ
た時代（金ぴか時代と１９２０年代）の後には，最高税
率の大幅な引き上げなど格差を縮小する政策が続い
た。しかし，所得格差が１９２０年代のピークをこえ歴
史上もっとも大きくなった時におこなわれた今回の
税制改革では，これまでのパターンとは逆に最高税
率が引き下げられることになった。そこで最後に，
１９１３年以降の所得格差と最高税率に強い関係がある
ことを確認しながら，このことをみていくことにし
たい。

４　最高税率と所得格差の推移

　最初に，最高税率と税引き前所得格差（以降単に

所得格差と記す）の推移を分析し，最高税率が低い
時期に所得格差が拡大し，最高税率が高い時期に所
得格差が小さくなっていることを確認することにし
たい。税引き後の所得格差ではないことに注意され
たい。
　IRSは所得税がはじまった１９１３年以降，税申告の
データを蓄積している。ピケティらはこの税申告デ
ータを用いて１９１３年までさかのぼって所得格差の実
態を明らかにしている。図６は，このピケティらの
推計に基づき所得の上位者が総所得に占める割合の
推移をグラフにしたものである。なお所得税が導入
された当初（１９１３年～１９１６年）は前述のように所得
控除が高い水準に設定されため税申告者が少なく，
所得トップ１０％のデータが存在しない（Piketty 
and Saez ２００３）。
　図６からは，最高税率が低い時期に所得格差が拡
大し，逆に最高税率が高い時期に所得格差が縮小す
る傾向が読みとれる。すなわち，第一次世界大戦が
はじまり最高税率が６０％以上に引き上げられた時期
（１９１６年～１９２１年）をみると，所得トップ１％が総
所得に占める割合は１９.３１％から１５.６４％に低下して
いる。一方，１９２０年代に入って最高税率が低下した
時期のうち大恐慌の影響のない１９２１年～１９２８年をみ
ると，所得トップ１０％が総所得に占める割合は
４３.１８％から４９.２９％に，所得トップ１％が総所得に
占める割合は１５.６４％から２３.９４％にそれぞれ上昇し
ている。
　同様に，１９３０年代から第二次世界大戦にかけて最
高税率が引き上げられた時期（１９３１年～１９４５年）を
みると，所得トップ１０％が総所得に占める割合は
４４.５４％から３４.４２％に，所得トップ１％が総所得に
占める割合は１５.５０％から１２.５２％に低下しており，
その後も１９７０年代までは低い水準が維持されている。
　一方，１９８０年代にはいって最高税率が大幅に引き
下げられると，所得上位者が総所得に占める割合は
急上昇しその傾向が現在まで続いている。たとえば
１９８０年から２０１５年にかけて，所得トップ１０％が総所
得に占める割合は３４.６３％から５０.４７％に，所得トッ
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プ１％が総所得に占める割合は１０.０２％から２２.０３％
に上昇している１８）。
　このような実態を明らかにしたうえで，ピケティ
らは最高税率が所得格差に影響を与える仕組みにつ
いて次のような推察を述べている。第二次世界大戦
がはじまるまで，アメリカでは株の配当や利子とい
った資本所得（capital income）が所得の大きな割合
を占めていた。たとえば所得トップ１％の所得のう
ち配当と利子がしめる割合はそれぞれ１９２９年が
３３.８％と１０.４％，１９３４年が２６.１％と７.８％，１９３９年は
２８.２％と４.７％となっている１９）。ピケティらは，厳
格な因果関係を証明することは困難としながら，
１９３０年代以降の高い最高税率が所得上位者の所得蓄
積にブレーキをかけ，結果的に資本所得の伸びを抑

えた可能性を示唆している。また，ピケティらは，
第二次世界大戦中から１９７０年代まで所得格差が広が
らなかった理由として，戦時中の賃金統制，戦後に
おける労働組合の強い交渉力をあげるほか，高い最
高税率のため企業のトップ人材に大規模昇給を要求
するインセンティブが小さく，企業もまたトップ人
材の給与を上げることに積極的になれなかった可能
性を示唆している２０）。
　ピケティらは，１９８０年以降の所得格差の拡大につ
いても最高税率低下の影響を次のように述べている。
ピケティらによれば，１９８０年代にはいって所得格差
が急速に広がったのは，おもに所得上位者の給与所
得（ストック・オプションやCEO報酬を含む）が
急速に上昇したからであった。ピケティらは，その
理由として，労働市場の性格を一変するような技術
革新の進展やそれにともなう労働組合の退潮，最高
税率低下とともに企業トップ人材から大規模昇給へ
の要求が増大したこと，大きな給与格差を受容する
ような社会規範の変化といったものをあげている
（Atkinson et al. ２０１１； ピケティ ２０１４； Piketty and 
Saez ２００３）。

　ところで，アメリカではこれまで所得格差がとく
に拡大した時期が２つ知られている。金ぴか時代と
１９２０年代である２１）。このどちらの時期も後には最
高税率の大幅な引き上げを含む格差是正の大きな変
化が続いた。
　すなわち，金ぴか時代には富裕者に限定した所得
税の導入が試みられ，それが失敗すると所得税の恒
久化がおこなわれ，あらためて富裕者に限定した所
得税が実施にうつされた。そして第一次世界大戦が
はじまると最高税率は７０％を超える水準に引き上げ
られた。１９２０年代のあとも，フーバー大統領によっ
て最高税率は６０％を超える水準まで引き上げられ，
さらにフランクリン・ルーズベルト大統領によって
最高税率は９０％を超える水準まで引き上げられた。
うえでみたように，こうした最高税率の引き上げは
所得格差の縮小につながった可能性が高い。
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図６　総所得に対する所得上位者のシェアおよび最高
税率の推移（１９１３年～２０１５年）

出所：１９１３年から１９９５年のデータはPiketty and Saez （２００３）。
以降は，Saezがアップデートしたデータ（June ２０１６）
による。https://eml.berkeley.edu/~saez/TabFig2015
 prel.xls（最終閲覧２０１８年７月２０日）

注１：所得トップ１０％のデータは１９１７年から２０１５年。所得ト
ップ１％および０.１％のデータは１９１３年から２０１５年。



　ところが，最高税率が大幅に引き下げられた１９８０
年代以降，ふたたび所得格差が急速に拡大し，所得
格差は金ぴか時代，２０年代を超えつつある。たとえ
ば所得上位１０％が総所得に占める割合をみると１９８０
年に３４.６３％だったものが２０１２年には５０.６０％まで上
昇し，大恐慌の前年１９２８年につけたこれまでのピー
ク４９.２９％を超えた２２）。こうしたなか，近年アメリ
カでは格差拡大を批判するオキュパイ運動が発生し
たり，２０１６年の民主党大統領予備選挙で格差拡大を
批判する左派バーニー・サンダースが健闘したり格
差拡大への批判が大きくなっている。しかし，まさ
にそのようなときに金ぴか時代，２０年代とは逆に最
高税率を３９.６％から３７％引き下げたという点で今回
の税制改革は歴史的に特異なものとなっている。こ
の結果，さきにみた最高税率と所得格差との関係か
らいえば，所得格差は今後さらに拡大していくこと
が予想される。
　もっとも，今回の税制改革が，これまでの歴史パ
ターン─所得格差が拡大した後にはそれを是正する
動きが生じる─の崩壊を告げるものなのか，あるい
は単に所得格差拡大の最終局面をかざるものにすぎ
ず，この後，格差是正をめざす別の新しい動きがお
こるのか，現在の時点でははっきりと判断すること
はできない。このことに関してスティグリッツは次
のように述べている。
　「金ぴか時代の後には革新主義時代がやってきて，
独占的な権力に歯止めをかけた。きらびやかな２０年
代の後にはニューディールの社会的，経済的に重要
な立法がおこなわれ，労働者の権利を強化し，すべ
てのアメリカ人にそれ以前より大きな社会的保護を
提供し，高齢者の貧困をほぼ取り除く社会保障制度
を導入した。問題は，２１世紀の政治的不平等が，こ
うした以前におこったのと同じことが今生じるのを
はたして認めるかである」（Stiglitz ２０１３： xxxiv-
xxxv）。（下線部分は原文ではイタリック）
　この点については，さらに今後の推移をみていく
必要があるであろう。

注
１） アメリカの大統領には法案提出権がなく，法案
は上下院議員によって提出されなければならない。
また，歳入の徴収をともなうすべての法律は先に
下院に提出されなければならないが（憲法第７
条），予算などについて衆議院に認められている
ような優越権は両院どちらにもなく，両院で異な
った内容の法案を採択した場合は両院協議会で調
節をおこない，最終的に同一内容の法案を両院で
可決しなければならない。なお上下院を通過した
法案は，大統領の署名をえて発効となるが，大統
領には法案に対する拒否権が認められている。大
統領の拒否権を覆すには，両院で２/３の多数決
で再可決する必要がある。

２） 両院協議会で合意された法案では，低所得者に
対し子供一人につき２,０００ドルの税額控除（税金
から減額できる金額）を認め，さらにそのうち
１,１００ドルは減額できる税金がない場合，逆に政
府から本人に支払われる仕組みになっていた。こ
の仕組みはリファンダブルな税額控除と呼ばれる。
ルビオ上院議員は，このリファンダブルな税額控
除の増額がなければ法案に反対するとしていた
が，最終的にそれを１,４００ドルに引き上げること
で協議が成立しルビオ氏は法案賛成にまわった
（Stolberg ２０１７）。

３） ただし同一年度で居住者と非居住者の二重の資
格を有する外国人（二重資格者）の場合は，その
選択に制限がある（須田 １９９４： ３０７-１０）。

４） ドイツも二分二乗制をとっている。またフラン
スでは，所得を家族数（子供は半人分）で割るこ
とが認められている（Pechman １９８７： １０３； 三木 
２０１２： ２４）。

５） 以上について行政上の正確な定義については
Internal Revenue Service（２０１７）参照。

６） 違憲の根拠とされた条文は多岐にわたっている。
たとえばKellems v. Commissioner, 58 T.C. 556 
（１９７２）の原告は，夫婦より単身者の税率が高く
なることは憲法第１条第２節３項と第９節４項お
よび憲法修正第５条，第９条，第１４条，第１６条に
違反すると主張している。

７） アメリカの戦後のインフレ率および賃金の推移
については大野（２０１７）参照。
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８） CPIについての詳しい説明は大野（２０１７）参照。
９） C-CPI-Uの仕組みについての詳しい説明は
Cage et. al.（２００３）参照。なおこのほかに代替購
入を組み込んだ物価指標に個人消費支出物価指数
PCE（Personal Consumption Expenditures Price 
Index）がある。CPIとPCEの関係については大
野（２０１７）参照。

１０） １９０２年のアメリカ連邦の税収は５.１３億ドルで，
そのうち関税が２.４３億ドル（４７％），アルコール税
が１.８７億ドル（３６％），タバコ税が４.７千万ドル
（１０％）となっている（Bureau of the Census 
１９７５： １１２２）。

１１） ２０世紀以前のアメリカの所得格差を研究してい
るリンダ─トらによれば，所得トップ１％が総所
得に占める割合は金ぴか時代に急拡大し１８７０年に
９.８％だったのが１９１０年には１７.８％に大きく上昇し
ている（Lindert et al. ２０１６）。

１２） 贈与や相続も所得とみとめられ課税対象となっ
た（Brownlee ２０１６： ８１）。なお１８９４年における製造
業労働者の平均年収は３８６ドルであった（Census 
of Bureau １９７５： １６８）。

１３） 革新主義時代とは「アメリカで種々の社会運動
が活発化し，政府の積極的な介入により企業の横
暴や貧困の撲滅が図られた─社会改革が行われた
─１９世紀末から第一次世界大戦頃までの時代のこ
とを言う」（大野 ２００３： １１６）。

１４） この節でのアメリカの所得税の歴史についての
説明はとくに注記がない場合Brownlee（２０１６）に
拠っている。

１５） （Piketty and Saez ２００３）のデータをサエズがア
ップデートしたデータ（June ２０１６）による。
https://eml.berkeley.edu/~saez/TabFig2015prel.

 xls（最終閲覧２０１８年７月２０日）
１６） 夫婦の所得控除額は１９３１年には３,５００ドルだっ

たものが，１９３４年は２,５００ドル，１９４０年は２,０００ド
ル，１９４１年は１,５００ドル，１９４２年は１,２００ドル，１９４４
年は１,０００ドルと，徐々にその水準が切り下げら
れていった（Pechman １９８６， ３１３）。

１７） 「１９３２-１９８０年の約半世紀にわたり，米国連邦所
得税の最高税率は平均８１パーセントだった。重要
な点として強調しておくべきなのは，大陸ヨーロ
ッパでこれほどの高い税率を課したところはまっ

たくないということだ（ただし例外的な状況では
この税率が見られるが，それでも最大数年ほどで，
半世紀も続く例はない）。特にフランスとドイツ
の最高税率は１９４０年代末から１９８０年代まで５０-７０
パーセントだったが，８０-９０％まで上がることは
決してなかった。唯一の例外は１９４７年-１９４９年の
ドイツで，最高税率は９０％だった。だがこれは，
占領軍（実際には米国当局）により税率表が改定
されたときだった。１９５０年にドイツが財政独立を
取り戻すと，すぐに税率は伝統に沿ったものに戻
り，最高税率はたった数年でわずか５０％強にまで
下がった」（ピケティ ２０１４： ５２９-５３０）。

１８） データの出所については注１５参照。
１９） データの出所については注１５参照。
２０） 戦時中にアメリカでおこなわれた賃金統制につ

いての詳しい説明は大野（２００２）参照。
２１） ノーベル経済学賞を受賞したスティグリッツは
「アメリカの歴史において，所得と富の格差の大
きさで際立っている時代がある。それは金ぴか時
代と浮かれきった１９２０年代である」（Stiglitz ２０１３： 
xxxiv）と述べている。

２２） データの出所については注１５参照。
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Abstract : The federal individual income tax system was introduced in 1913, and the top marginal rate 
stayed above 70% until the 1970s, except during its first four years and in the 1920s. However, in the 1980s, 

President Reagan led the tax reforms to lower it to 28%, and consequently, income inequality increased 

dramatically. Since the 1990s, Democratic Presidents raised and Republican Presidents (excluding G.H.W. 

Bush) lowered the top marginal rate, but the percentage stayed in a narrow range of the upper 30s. The 

Tax Cuts and Jobs Act of 2017, which lowered it from 39.6% to 37%, maintained the pattern described above. 

However, it is distinctive in that it lowered the top marginal rate amid the highest levels of income 

inequality since the late 19th century. There have been two periods marked by a high level of income 

inequality, the Gilded Age and the 1920s. Those two periods led to political reforms which included raising 

the top marginal rate to reduce income inequality. Conversely, President Trump led the tax reform to lower 

the top marginal rate even though income inequality has been growing more than in the two previous 

periods. At the moment, it is difficult to see whether the Trump tax reform will mean the end of the 

historical pattern seen in those two periods or not. It is still possible that what happened in those two 

periods may happen again in the future, but it will take a long time to confirm this.

Keywords : The Tax Cuts and Jobs Act of 2017, Trump Tax reform, income tax, top marginal rate, filing 
status, income inequality
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